
       「防災対策の強化を求める要望書」           

    
5月 18日（水）、公明党鈴鹿市議団として「防災対策の強化を求める要望書」を、末松市長に手渡しました。  

 

 

 

 

 

 

 



鈴鹿市長 

  末松 則子 様            

                              公明党 鈴鹿市議団 

防災対策の強化を求める要望書  

 

本年 4月 14日に発生した「平成 28年熊本地震」では、建物倒壊などによって多くの尊

い命が失われ、今尚多くの方が不自由な避難生活を余儀なくされております。 

この地震による犠牲者のうち７割超の３７人が家屋の倒壊で、２割弱の９人が土砂災害

で亡くなられました。 

熊本市では、今後も、一連の地震で損傷を受けた建物が倒壊するなどのおそれがあると

して注意を呼びかけております。 

また、平成 7 年の阪神・淡路大震災でも約 6,400 人を超える犠牲者を出し、そのうち約

8割の人が住宅の倒壊等による圧死でした。 

鈴鹿市を含む東南海地域においては、南海トラフを震源とする大規模地震が、今後高い

確率で発生することが予想されており、被害を最小限に食い止めるための防災対策を早急

に進めることが求められております。 

自然による地震災害は、その発生を未然に防ぐことはできませんが、生命や財産を守る

ための防災・減災対策を実施していくことで、その被害を最小限に抑えることが可能とな

ります。 

以上のことを踏まえ、更なる防災対策の強化を求め、下記の事項を要望致します。 

 

記 

  

1.昭和 56年 5月以前の旧耐震基準木造住宅改修を早急に進めるための対策を講じること。  

2.平成 12年新耐震基準以前の木造住宅についても耐震診断・改修補助を行うこと。  

3.耐震シェルター設置補助要件の緩和を図ること。  

4.避難所ともなる学校体育館及び公民館・集会所の老朽化対策を早期に行うこと。 

5.鈴鹿市文化会館のつり天井改修を早期に行なうこと。 

6.福祉避難所の拡充を速やかに進めること。 

7.避難所運営マニュアルをすべての地域に導入すること。 

8.プライベート空間を確保するため、「避難所間仕切りセット」の配備を進めること。 

9.市民に対して家具の固定治具の無償配布を行うなど啓発に努めること。 

10.学校など公共施設への漏電（感震）ブレーカー設置を進めるとともに、要援護者宅への

設置補助を行うこと。 

11.小中学校における防災教育の更なる充実を図ること。 

12.災害時に生活用水を確保できる雨水タンクの設置補助を行うこと。 

13.災害対応に当たる職員等の災害備蓄品の常備を進めること。 

以上 


